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要   旨 

 私ども専門工事業者（下請負業者）は、政府及び地方公共団体発注の公共事業において、元請

からの発注内容（単価、工期、支払い条件等）が民間工事の指標になると考えています。 

 現状、公共事業における専門工事業者の請負内容は厳しいものとなっています。生産性の向上、 

賃上げを目的とした担い手三法（建設業法、品確法、入契法）が 2014年に施行されました。担

い手三法は、引き続き 2019年にも改正され、新担い手三法として施行されています。 

しかし、新担い手三法が施行後も、専門工事業者は、建設業の担い手を中長期的に育成、確保

する適正な利潤を確保することができない状況が続いています。つまり、予定価格の適正化が進

み、ダンピング対策が徹底されても、その利潤は元請業者が独占し、実際に施工に当たる専門工

事業者は厳しい状況が続いているというのが現状です。公共工事の品質確保の促進に関する法律

（品確法）第３条（基本理念）及び第８条には以下の記載があります。 

・公共工事の品質は、請負代金をできる限り速やかに支払うとともに、公共工事に従事する者

の賃金について配慮がなされることにより、確保されなければならない。 

・公共工事を実施する者は、技術者、技能労働者等の賃金等、労働環境が適正に整備されるよ

う、市場における労務の取引価格を的確に反映した適正な額の請負代金を定める下請契約を

締結しなければならない。 

しかし、いまだ公共工事における下請契約は、その契約金額、契約内容において元請主導で定

められ、以前と同様の厳しい契約を強いられているのが現状です。 

我々福友会は、専門工事業者の中でも型枠工事を施工する業者の集まりです。他の専門工事業

者同様、元請により金額的にも厳しい契約を強いられています。私ども専門工事業者が働き方改

革を推進していく上で、指標となる公共事業の請負内容の改善が必要不可欠であると考えていま

す。 

 よって、新担い手三法の目指す建設業の担い手の中長期的な育成、確保を実現するためにも、行

政により元請企業への指導、監督を強化いただきたく、以下の事項について陳情します。 

 

 １．下記事項について、元請企業に対し、指導、監督を強化すること。 

・請負金額、支払い条件は適正か。（法定福利費の有無） 

・作業工程は適正か。（夏季における作業工程の憂慮、４週８閉所への取組） 

  ・建設業許可、社会保険加入業者と契約がなされているか。（キャリアアップシステム推進

をしている業者との積極的な契約） 

  ・夏季における作業環境向上計画書を作成しているか。（日陰の設置を講ずる等） 

  ・基準の地墨、陸墨は元請業者での対応か。 

 ２．下記事項について、見直しをすること。 

  ・夏季の工程を考慮した工期 

  ・夏季の単価 

  ・材料高騰による単品スライドの適用 

  ・細目別内訳 

 






















